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【 基準価額の変動要因分析 】

インカム収⼊・・・アジア・ハイイールド債券のクーポン収⼊などです。

価格変化等・・・⽶国⾦利の低下や⾼利回り商品への投資意欲の⾼まり等がプラス要
因、⽶国⾦利の上昇や信⽤リスクへの懸念等がマイナス要因となります。

為替ヘッジコスト/プレミアム・・・ドル/円為替ヘッジに伴うコスト/プレミアムです。現在は
⽶国短期⾦利＞⽇本短期⾦利であるため、コスト要因になっています。

分配⾦・・・受益者の⽅にお⽀払いした分配⾦です。

信託報酬・・・年率1.782％(税込)を⽇割りでご負担頂いています。
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【　基準価額の変動要因分析：アジア・ハイ・イールド債券ファンド(円ヘッジコース)　】

・期間: 2012年1⽉25⽇ 2019年12⽉30⽇

※当資料の変動要因分析値は簡便法に基づく概算値であり、実際の基準価額の変動要因を正確に説明するものではありません。あくまで傾向を知るための参
考値としてご覧ください。また、計算式や分類等は過去に遡って予告なく変更される場合があります。
※表⽰桁未満の四捨五⼊等の関係で各寄与度の数値の合計が変動幅の数値と合わないことがあります。
※過去のデータに基づいて作成したものであり、将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

・出所:    Bloomberg等より作成
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【ご参考】 基準価額(税引前分配⾦再投資)の変動要因分析

・下記チャートは、税引前分配⾦を再投資した場合（または分配⾦をお⽀払いしな
かった場合）における基準価額の変動要因分析で、ファンドの損益要因をより直感的
にご理解頂くためのチャートです。

・分配⾦を再投資した場合、その後のトータルリターン（分配⾦を加味した基準価額の
変動率）がプラスであれば、再投資した分配⾦からの複利効果により、分配⾦を受け
取った場合に⽐べて評価益額が⼤きくなる傾向にあります。

・例えば、アジア・ハイ・イールド債券ファンド(毎⽉分配型)円ヘッジコースを設定⽇に
100万円投資して2019年12⽉30⽇まで保有して頂いていた場合、分配⾦を受け
取っていれば合計損益額（評価損益額 + 受け取り分配⾦の合計）は＋約27万
円ですが、分配⾦を再投資していた場合は＋約34万円となっています。

（※）諸経費、分配⾦の税⾦、売却時の税⾦等は考慮していませんので、実際の損益額とは異なる
場合があります。また、分配⾦再投資後のトータルリターンがマイナスであれば、分配⾦を受け取っていた
場合より合計損益額が少なくなる場合もあります。

〜・期間: 2012年1⽉25⽇ 2019年12⽉30⽇

【　基準価額(税引前分配⾦再投資)の変動要因分析：アジア・ハイ・イールド債券ファンド(円ヘッジコース)　】

※当資料の変動要因分析値は簡便法に基づく概算値であり、実際の基準価額の変動要因を正確に説明するものではありません。あくまで傾向を知るための参
考値としてご覧ください。また、計算式や分類等は過去に遡って予告なく変更される場合があります。
※表⽰桁未満の四捨五⼊等の関係で各寄与度の数値の合計が変動幅の数値と合わないことがあります。
※過去のデータに基づいて作成したものであり、将来の運⽤成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

・出所:    Bloomberg等より作成
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当資料は損保ジャパン⽇本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された情報提供資料であり、
法令に基づく開⽰書類ではありません。投資信託は⾦融機関の預⾦と異なりリスクを含む商品であり、運⽤実績は市場
環境等により変動します。したがって、元本、分配⾦の保証はありません。信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて
受益者に帰属します。投資信託は、預⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではあ
りません。証券会社以外の登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の保護の対象ではありま
せん。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されておりますが、その正確性や完全性を保証す
るものではありません。当資料に記載された意⾒等は予告なしに変更する場合があります。また、将来の市場環境の変
動等により、当該運⽤⽅針が変更される場合があります。投資信託の設定・運⽤は委託会社が⾏います。お申込みの
際には、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま
⾃⾝でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付⽬論⾒書）の提供は、販売会社において⾏います。 7

■販売会社（順不同、○は加⼊協会を表す） 2020年1⽉6⽇ 現在

販売会社名 区分 登録番号 ⽇本証券業
協会

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問

業協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物取引

業協会

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商
品取引業協会

備考

株式会社ＳＢＩ証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第44号 ○ ○ ○
auカブコム証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第61号 ○ ○
あかつき証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第67号 ○ ○ ○
⽴花証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第110号 ○ ○
第四北越証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第128号 ○
⽇産証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第131号 ○ ○
フィデリティ証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第152号 ○
松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第164号 ○ ○
楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑(⾦商)第195号 ○ ○ ○ ○
東海東京証券株式会社 ⾦融商品取引業者 東海財務局⻑(⾦商)第140号 ○ ○ ○
内藤証券株式会社 ⾦融商品取引業者 近畿財務局⻑(⾦商)第24号 ○ ○
株式会社みずほ銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第6号 ○ ○ ○
みずほ信託銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第34号 ○ ○ ○ ※３ 
ソニー銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第578号 ○ ○ ○
株式会社ジャパンネット銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第624号 ○ ○
株式会社イオン銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑(登⾦)第633号 ○
株式会社トマト銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑(登⾦)第11号 ○

＜備考欄の表⽰について＞
※１　記載の⽇付より新規お取扱いを開始します。
※２　記載の⽇付以降の新規お取扱いを⾏いません。
※３　新規のお取扱いを⾏っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

アジア・ハイ・イールド債券ファンド（毎⽉分配型）円ヘッジコース

＜ご留意事項＞
・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。
・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを⾏っている場合があります。


